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② プロジェクト紹介
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熱帯・島嶼研究拠点
プロジェクトリーダー
安西 俊彦
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SDGｓ達成に向けた農林水産技術開発への期待の高まりや「食料・農業・農村基本計画」

（令和2年3月31日閣議決定）及び「みどりの食料システム戦略」の検討状況を踏まえ、

気候変動対策技術や資源循環・環境保全技術の開発、新たな食料システムの構築を目指す

生産性・持続性・頑強性工場技術の開発、戦略的な国際情報の収集分析提供による

センター機能の強化を重点研究分野と位置付け、重点的な研究資源の配分を行うとともに、

ポストコロナ禍社会を見据えた新たな研究開発及び業務運営方法を構築する。

国立研究開発法人農林水産業研究センター中長期計画（令和3年3月25日）より抜粋

理事長小山
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中
長
期
計
画

2021

2025
年度

JIRCAS
M
edium

to
Long-Term

Plan

気候変動対策技術や資源循環・

環境保全技術の開発

戦略的な国際情報の 収集分析提

供による センター機能の強化

P8 ▶▶ P11

●開発途上地域を対象とした農業分野の総合的気候変動対 応技
術の開発 （気候変動総合）

●農産廃棄物がもたらす地球規模課題の解決を目指したカー
ボンリサイクルを加速化する技術開発

●生物的硝化抑制(BNI)技術の活用による低負荷型農業生 産シ
ステムの開発

●熱帯林遺伝資源の特性評価による生産力と環境適応性の 強化
●熱帯島嶼における山・里・海連環による環境保全技術の開発
（熱帯島嶼環境保全）

●砂漠化地域における極端気象下での持続的土地管理法 の開
発

新たな食料システムの

構築を目指す生産性・持続性・

頑強性向上技術の開発

P12▶▶ P15

●レジリエンス強化作物とその生産技術の開発
●在来作物遺伝資源や伝統食品を活用した新需要創造の た
めの作物及び食品の開発

●生態に基づく越境性害虫の環境調和型防除体系の構築
●生態系アプローチによる熱帯域の持続的水産養殖技術開発
及び普及

●アフリカのための稲作を中心とした持続的な食料生産 シス
テムの構築

●アフリカ小規模畑作農業の生産性・収益性・持続性を向上
させる畑作システム支援ツールの構築に向けた技術開発

P16 ▶▶ P19

●戦略的情報収集分析提供
●研究成果の実用化と事業展開を実現する民間連携モデル
の構築

●サブサハラアフリカでの農業デジタル化推進に貢献する
ための研究開発可能性調査

●熱帯性作物の持続的生産に向けた遺伝資源の情報整備と
利用促進技術の開発および国内外との連携強化

3つの

プログラム
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環境プログラム

【A5 熱帯島嶼環境保全】

プロジェクトリーダー 安西 俊彦

熱帯島嶼における山・里・海連環による

環境保全技術の開発

農業環境研究部門

4



未利用有機資源・生物資源の有効な利活用と新規の栽培技術の開発を通じて

土壌流出の抑制と栄養塩類の負荷量削減に寄与する技術を山・里・海で

開発・実証する（テーマ1）。

流域モデルを用いて技術導入による河川水質改善等の環境保全効果を定量化

する。技術の社会実装を進めるための推進体制を提案する（テーマ2）。

55熱帯島嶼環境保全プロジェクト

熱帯・島嶼研究拠点

フィリピン

石垣島

沖縄県
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山ー里ー海の連環による資源循環・環境負荷低減・炭素固定

劣化山地の土壌流出削減と
生計向上の両立

農研機構 農業環境研究部門と共同研究
による

排液の浄化と
排ガスの吸収

収量向上・節水・肥料削減・
労働省力化

開発技術導入・資源循環による
山から海までの

土壌・栄養塩類の負荷量削減効果の算定
国立環境研究所・農研機構 農業環境研究部門・茨城県霞ケ浦
環境科学センター・宇都宮大学・東京工業大学と共同研究

東京農業大学（菌床きのこ）
琉球大学（原木きのこ）と共同研究

による
土壌・栄養塩類の流出緩和と
ブルーカーボンの蓄積

保全
のための陸域の負荷量削減目標
の策定
東京工業大学と共同研究

を活用した
養殖池の浄化

農研機構、琉球大学、
鳥取大学、
（株）パディ研究所
と協力体制

環境プログラム
熱帯島嶼環境保全

森林総研 木材研究部門
と共同研究

窒素肥料削減
水質汚染軽減
土壌炭素蓄積

※ ・ による
サトウキビの収量・株出性向上（CO2固定）
土壌流出・肥料削減 ※（株）ヤンマーアグリと協力体制

の植生回復
による炭素・窒素の蓄積

（株）石垣島製糖と
共同研究

マングローブの
保全戦略策定

CO2

の
多様性評価
遺伝資源保全

日本大学・
東京海洋大学
と共同研究

京都大学・九州大学と協力体制
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石垣島の課題

濃厚
飼料

島外

1,500 ha

270 kg-

N/ha/year

27,000頭

180 ha

350 kg-

N/ha/year

島外から人為的プロセスにより

生産された窒素が毎年、大量に流入
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低い窒素肥料利用効率
赤土流出

堆肥の未利用



サトウキビの土壌流出・肥料削減技術 8

有機資源施用試験

➢ 窒素肥料削減

➢ 資源循環

傾斜圃場での土壌

流出試験

➢ 土壌流出抑制

➢ 肥沃度維持

深植技術

➢ 株出し能向上

➢ 干ばつ耐性

➢ 肥料利用効率向上

➢ 化学肥料30％削減

➢ 生産性向上

➢ 土壌炭素蓄積

➢ 資源循環

今年度中に新植栽培の試験結果が得られます

農業環境変動センター

石垣島製糖
株式会社



深植栽培試験（途中経過）
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石垣島の農業を取り巻く状況

農業と環境保全の両立
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生産性向上と持続性の両立

肥料価格の高騰

➢ 島の未利用有機物の活用

➢ 土作り

➢ 新たな栽培技術の導入
出典：時事通信社4/18



11みどりの食料システム戦略 11

持続可能な食料システムの構築に向け、みどりの食料システム戦略を策定し、

中長期的な観点から、調達、生産、加工、流通、消費の各段階の取組と

カーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進

（農林水産省、2021年）

2050年までに目指す姿

➢ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現

➢ 輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30%低減

➢ 耕地面積に占める有機農業の取組面積を100万haに拡大

期待される効果

➢ 持続的な産業基盤の構築（輸入から国内生産への転換、肥料・資料、原料）

➢ 国民の豊かな食生活、地域の雇用・所得増大

➢ 将来にわたり安心して暮らせる地球環境の継承

引用：農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/
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転載元：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/attach/meadri_guruguru_960px.jpg



石垣島での資源循環を進めるために 13



成果の普及促進、社会実装のための具体的活動 14

10月27日八重山日報
10月27日八重山毎日



プロジェクトの着陸地点 15

環境負荷軽減技術

➢ 土壌流出軽減

➢ 窒素肥料削減

➢ 資源循環

影響評価

➢ 水文・水質調査

➢ モデル

➢ 生態系サービス

社会実装

➢ セミナー

➢ 勉強会

➢ 学会

活動成果を石垣市に提言

陸域の環境負荷軽減の指針案作成

（国際農研と東京工業大学）

プロジェクトの成果を石垣市にとって有益になるものとして



www.jircas.go.jpwww.jircas.go.jp


